
年 月 日

主要事業 小中学校の適正配置計画策定事業 後期基本計画主要事業、H27貢献度上位

事務事業 外国語指導助手派遣事業 H27貢献度上位、H28優先度上位

関連する
事務事業

区　分 事務事業名 摘　　　要

主要事業 教育施設耐震補強事業 後期基本計画主要事業

主要事業 給食センター整備事業 後期基本計画主要事業

事務事業 児童生徒に対する安全確保推進事業 H27貢献度上位、H28優先度上位

５．施策に関連する主要事業等

④施策事業費の計（②＋③） 千円 995,003 811,020 1,896,167

⑤施策人件費（事務事業の人件費合計） 千円 159,522 154,684 125,882

1,230,845

③施策事業費（一般財源） 千円 718,914 598,921 665,322施策の
コスト

①本施策を構成する事務事業の数 件 81 84 84

②施策事業費（一般財源以外） 千円 276,089 212,099

⑥　　計　　（④＋⑤） 千円 1,154,525 965,704 2,022,049

４．施策のコストの実績（施策を構成する事務事業シートより積算）

項　　　目 単位 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度予算

98.0 98.0 98.0 98.0
％

人

④ 幼児教育の充実 園児
人格形成の基礎を
培う

集団生活に適応している園児
の割合

実績値
98.0 98.0

23 21 29 35 29 29③ 教育体制の充実 教師、児童生徒
教育体制を充実す
る

不登校児童生徒数（年間３０日
以上）

実績値

％

② 教育内容の充実 児童生徒
学力・体力・徳育を
高める

施策の成果指標と同様
実績値

62.7 77.9 89.8 91.5 92.5 94.3①
安全安心な教育環
境づくり

児童生徒、園児
安全安心な環境で
学べる

安心して学べる環境整備比率
実績値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 ２２年度

状
況
変
化

３）施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？ ４）この施策に対して住民、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

○児童生徒が毎年１００人程度減少している。
○小中学校適正配置基本計が策定され、計画に基づく2つの小学校が統合する事となった。
○Ｈ２３から小学校１年生３５人学級が始まった。国の方針で今後拡大していく予定。これによ
り、教室・教師の数に影響する。H26年度から2年生は35人編制、３年生から６年生までは、３６
人を超えた場合、フォローする非常勤の先生を配置することができる。
○学校給食センターの統合を見据えた改築。（児童生徒数の動向を注視し、適切な時期に
施設を統合する。）
○学力向上サポートプラン（県の施策：小学校４・５年生を対象に夏休みに算数の四則計算の
補充学習を実施し、H27年度からは中学校1・2年生を対象に数学の補充学習を実施する。）
○不登校の児童生徒に対し、適応指導教室「教育支援センター」の開設日やカウンセラー勤
務日を拡大している。
○市内児童生徒の自転車運転時のヘルメット着用を推進する。
○小中一貫校が平成28年度から、学校教育法の「義務教育学校」として位置図けられる。

○市民アンケートの優先度、満足度調査の結果、満足度は比較的高いものの、優先度も高い
位置となっている。
○通学路の危険個所の確認と、その改善の要望がある。
○真壁小学校の校舎の老朽化に対する市の整備方針に対する請願があった。
○原発事故による放射線の影響に対する問合せが多く寄せられている。

３．基本事業の目的と指標

２．施策の役割分担と状況変化

役
割
分
担

１）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民や地域、行政と協働でやるべきこと） ２）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

○家庭や地域社会において、健全な子どもが育つよう、教育の実践と環境整備に努め、地域
で子どもを育てるという意識をもつ。
○教育・研修の場に積極的に参加し、家庭の子育て力の向上を図る。ボランティアとして学習
支援を行う。

○社会の変化に対応した学習プログラムや各種環境の整備を図る。
○計画的に、教育施設の改善・充実を図る。安心して学校に通える環境を整備する。
○家庭や地域社会との連携を密にし、地域ぐるみで子どもが育成できる環境の構築を支援す
る。

91.5 92.5 94.3

成果指標設定の考え方

○「確かな学力」については、①、②「県学力診断のためのテスト」結果の県と市の平均正答率の差の平均から判断する。（小３～小６、中１～中３の平均）　※平成
24年度までは、各学年の平均正答率の差の合計で判断していた。（小３～小６の差の合計、中１～中３の差の合計）平成25年度からは、県の方針により、県と市の
平均正答率の差の平均とすることにした。
○「体力」については、③、④「県体力テスト」結果のＡ評価＋Ｂ評価の割合とする。（標準値は５０％）　　※平成24年度までは、Ａ＋Ｂ評価の割合の県と市の平均値
の差から判断していた。県の体力平均が近年全国上位になったため、市の実態を正確に把握するため、 Ａ評価＋Ｂ評価の割合とした。
○「豊かな心」については、⑤、⑥「不登校児童生徒数」から判断する。※平成２２年度より、全国・県の調査結果と比較するため「長期欠席児童生徒数」から「不登
校児童生徒数」にして判断する。（目標不登校出現率：小・０．２％以下　中・２．１％以下）
○安心して学べる環境整備については、⑦で耐震化対応ができている教育施設（体育館等も含む）の割合で判断する。

94.0 95.0

実績値 49.1 62.7 77.9 89.8

成果指標の把握方法と
算定式等

○①、②は、県学力診断のためのテスト結果から、③、④は、県体力テストの結果から求める。
○⑤と⑥は、桜川市の実態調査結果による。
○⑦は、耐震化対応できている学校施設（幼稚園、体育館等も含む）の割合（５６年以降の建物＋耐震構造指標Ｉｓ値0.6以上の建物＋耐震化した
S56年以前の建物）
※Ｈ２４の目標値と実績値の差は、耐震診断の結果、耐震化の必要とされる基準をＩｓ値０．７未満からＩｓ値０．６未満と変更したため。

⑦安心して学べる環境整備比率 ％
目標値 77.0 81.0 91.0 93.0

26 26

実績値 23 22 17 27 31 28 27
⑥不登校生徒数（年間３０日以上） 人

目標値 27 27 28 28

4 4

実績値 11 1 4 2 4 1 2
⑤不登校児童数（年間３０日以上） 人

目標値 5 5 5 4

61.0 61.0

実績値 2.4 22.0 26.0 3.3 63.0 67.4 65.6
④体力テスト結果　中学校 ％

目標値 11.0 11.0 58.0 59.0

52.0 53.0 53.0 53.0

実績値 0.8 22.1 9.0 5.2 56.0 58.7 61.2
③体力テスト結果　小学校 ％

目標値 7.0

②学力診断テスト　中学校
（県平均正答率との比較）

ｐｔ

7.0

5.0

27.0 5.0 5.0 5.0 5.0

実績値 42.4 13.8 39.6 46.4

目標値 27.0

10.3 8.2 5.5

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

学力・心・体の調和の取
れた人材に育つ

①学力診断テスト　小学校
（県平均正答率との比較）

ｐｔ
目標値 5.0

実績値 11.1 22.7 27.9 32.4 7.6 7.0 13.5

23.0 23.0 5.0 5.0

施策の意図 成果指標名 単位 区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度

園児、児童、生徒（幼稚
園・小学校・中学校の児
童生徒）

２４年度

③幼稚園児数 人
227 219

実績値 270 253 247 199 185 175

見込値 253 247 236 239

1,215

実績値 1,397 1,319 1,276 1,311 1,337 1,317 1,223

2,304
①児童数（小学生） 人

見込値

1,355 1,351 1,277
人

見込値 1,276 1,318

実績値 2,639 2,579 2,554 2,405

１．施策の目的と成果把握

目
　
　
　
的

施策の対象 対象指標名 単位 区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

2,554 2,408 2,311 2,245 2,174 2,091

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

2,238 2,173

②生徒数（中学生）

平成２８年度 施策評価マネジメントシート（平成２７年度の実績評価）
記入年月日

平成 28 6 10

301 施策名 学校教育の充実 関係課 各給食センター、各幼稚園、生涯学習課、教育指導課

施策No． 政策名 豊かな心と生きがいを育む教育・文化づくり 主管課 学校教育課



✔

　　　成果がどちらかといえば低下した

✔

✔

✔

・県の学力推進事業等を活用し、実績
に伴う今後の教育プログラムに対応した
実行性と継続性を考案し、児童・生徒の
学習状況・学力状況を観察しながら学
力向上を目指す。

・桜川市教育支援センター「さくらの広場」を活用して、不登校児
童生徒の解消に向けて学校や家庭、関係機関と連携を図りなが
ら、支援の充実に努めた。

・桜川市教育支援センター「さくらの広場」の開設につい
て、学校関係者だけでなく地域社会での認識を深め、
学校・家庭・地域において、子どもたちを支援していくこ
とが必要となってくる。

・就学前の集団生活において、基本的なルールや生活
習慣が身に付くよう指導するとともに、より一層特別支援
体制を充実させなければならない。

・桜川市教育支援センターとして、開設日を
週５日に拡大し、学校関係者だけでなく地域
社会での認識を深め、学校・家庭・地域にお
いて、子どもたちを支援していくことを目指
す。また適正配置基本計画で位置づけられ
ている小中一貫教育についても、学校教育
法の改正にあわせ、実施する方針で検討を
進めます。

・幼児教育要領に基づき、教育課程の編成
及び週案等を作成し、計画に沿った幼児教
育を進める。また、前年同様集団生活にお
ける基本的なルールや生活習慣が身に付く
よう指導する。さらに特別支援体制について
も随時対応できるように整備する。
・幼保一体化事業、やまと幼稚園とやまと保
育所を統合して認定こども園として平成28年
4月開園に向け、整備方針の検討を進めま
す。

・幼稚園の保育において、園児に就学前の集団生活に必要な
基本的なルールや生活習慣が身に付くよう指導に努めた。

④幼児教育の充実

基
本
事
業

①安心安全な教育環境
づくり

②教育内容の充実

③教育体制の充実

　耐震性診断及び耐震補強設計を行い必要な耐震補強工事を
実施して校舎の耐震性の向上を行ってきた。また、適正配置基
本計画に基づき真壁小学校と紫尾小学校の統合に向け新校舎
建設設計など統合に向けた準備作業に着手した。

・学校施設については、適正配置基本計画に基づい
て、引続き統合に向け保護者、地域との対話と進めなが
ら、計画を推進しなければならない。

　自転車運転時の安全対策としてヘル
メットの着用化を推進します。
　児童生徒数の減少が進んでおり、引
続き小中学校の適正配置基本計画を
推進して、教育環境の整備を図ります。

・県の学力推進事業を活用して、児童生徒の課題解決に向けた
学校改善プラを作成し、学力向上に努めた。
・県の体力向上推進プランを活用して、様々な運動を各学校の
年間計画に位置付けて体力向上に努めた。

・県の学力推進事業等を活用し、実績に伴う今後の教育プログ
ラムに対応した実行性と継続性を考案し、児童・生徒の学習状
況・学力状況を把握しながら学力向上を図る必要がある。
・体力の向上においては、引き続き体力結果のみならず健康
計画とともに、学級・学年・学校全体の年間計画に基づいて、１
人１人の体力アップを図らなければならない。

区　　分

施策全体

背
景

・
特
徴

・住民の期待水準を表す具体的な指標値はないものの、現状の成果水準と時系列比較の結果や、成果目標の達成状況並びに他団体との比較における27年度の実績値を見る限り、
茨城県は全国でも上位に位置しており、更に桜川市の水準は県内でも上位に位置していることから、この施策に対する住民の期待水準がある程度高いものであったとしても、その成果
水準は市民の期待とほぼ同水準かもしくはそれ以上であると考察する。

７．施策の成果実績に対しての、これまでの主な取り組み（事務事業）の総括

前年度
の取組
状況と
課題

・2７年度においては、「児童・生徒・園児」が、「独自の学習内容を強化する」「国際化、情報化時代に対応する力をつける」「支援を必要とする児童生徒の対応を充実する」「学校施設の環境を整備する」
「適正な人数・環境で教育が受けられる」「人格形成の基礎を培う」ことに重点的に取り組んだ。
・事務事業貢献度評価結果から、「小・中学校施設維持管理事業」「外国語指導助手派遣事業」「スポーツテスト委託事業」「適応指導教室事業」「一般職非常勤職員任用事業」「スクールカウンセラー活用
事業」「自転車用ヘルメット購入補助事業」「児童生徒に対する安全確保事業」「小中学校適正規模配置実施計画策定事業」であった。
・「小・中学校施設維持管理事業」は、大国小学校の校舎の耐震工事を実施し、生徒に安全な学習環境を提供することができた。
・「小中学校適正規模配置実施計画策定事業」では、桃山中学校区の2つの小学校の統合について、統合準備委員会を発足させて新校舎の基本設計等の具体的な検討を行った。
・「学校給食センター改築事業」では、少子化による児童生徒の減少と将来の南学校給食センターの統廃合を見据えた位置及び規模で建設に着手し平成25年7月31に竣工となった。
・「外国語指導助手派遣事業」では、市内の公立幼稚園・小学校・中学校へ外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣して、外国語活動や英語教育の充実に努めている。国際社会に生きる人材の育成に向けて、さら
に小中学校のカリキュラムの見直しをしながら、児童生徒のコミュニケーション能力の向上を図っていく。
・「スポーツテスト委託事業」では、市内の児童生徒の体力や運動能力の実態を把握するために、全国で実施している体力テストの分析を委託している。市内の各小中学校において実施している体力づくり
や運動の結果をもとに，個々の児童生徒や学校の成果と課題を把握し、体力向上を図っている。
・「適応指導教室事業」では、不登校児童生徒を対象に、学校へ復帰できるまでの学習、心のケアを行っている。平成２６年度から「桜川市適応指導教室」（さくらの広場）から「桜川市教育支援センター」（さ
くらの広場）に名称変更し、開設日を週５日に拡大した。さらに、平成27年度からは相談員２名から３名に増員し、カウンセラー（１名）の勤務日を２日から３日に増加して支援体制の充実に努めている。不登
校児童生徒数はやや減少傾向にある。
・「スクールカウンセラー派遣事業」では，県のスクールカウンセラー派遣事業を活用して，市内の５中学校と岩瀬小学校に３名のスクールカウンセラーを派遣している。また、その他の小学校にも、県の緊急
スクールカウンセラー派遣事業を活用して、スクールカウンセラーを派遣して、児童生徒や保護者の心のケアに充実に努め、児童生徒が楽しく学校生活が送れるよう努めている。
・「一般職非常勤職員任用事業（教育補助員）」においては、特別な配慮を必要とする児童生徒の補助を行う等、教育活動が円滑に行えるよう幅広い支援体制を整えた。
・「学校給食センター給食指導事業」では、地元生産物を重点的に活用した献立や行事食献立等を提供し、子供たちの適切な食習慣の形成や食に関する理解を深めた。
・その他の事務事業では、「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」「特別支援就学奨励費」において、経済的に就学困難な児童生徒の保護者に対しての援助や幅広い支援体制を整えた。
　また「桜川市スポーツ芸術文化振興協会事業」では、関東・全国大会出場者を助成することにより、上位大会への出場を目標として活動することで、児童・生徒等の健全な育成を図った。

８．総合計画後期基本計画(H24～)の振り返り

これまでの取組成果 今後の課題（未着手の事業、未達成の理由など） 今後の方針
・児童生徒が安全に、そして安心して学習活動ができる環境整
備として校舎・体育館の耐震化を進め、目標値94.0%の耐震化に
対し、94.3%の耐震化を達成するとともに、県の学力推進事業、
体力向上推進プランを活用し、特色のある教育を推進した結
果、学力診断テスト、体力テストについて、小・中学校とも、茨城
県の目標値を上回った。
・不登校の児童生徒への対応については、適応指導教室にお
けるカウンセラーや地域、関係機関等との連携により、不登校児
童生徒数は３０人以下に対し２９人で、児童生徒数では目標値を
ほぼ達成している。不登校児童生徒数は、やや減少傾向にあ
る。

・地域や保護者の合意を図りながら、合意の得られた学
校区から、小中学校の統合を段階的に進める事が、求
められている。
・県の学力推進事業等を活用し、実績に伴う今後の教
育プログラムに対応した実行性と継続性を考案し、児
童・生徒の学習状況・学力状況を観察しながら学力の向
上を図っていく必要がある。
・桜川市教育支援センターの開設について、学校関係
者だけでなく地域社会での認識を深め、学校・家庭・地
域において、子どもたちを支援していくことが、重要と
なってくる。

・地域や保護者の合意を図りながら、合
意の得られた学校区から、小中学校の
統合を段階的に進める。
・県の学力推進事業等を活用し、実績
に伴う今後の教育プログラムに対応した
実行性と継続性を考案し、児童・生徒の
学習状況・学力状況を観察しながら学
力向上を目指す。
・桜川市教育支援センターの開設につ
いて、学校関係者だけでなく地域社会
での認識を深め、学校・家庭・地域にお
いて、子どもたちを支援していく。

背
景

・
要
因

・確かな学力について，平成２８年1月に実施された県学力診断のためのテストの内訳を見ると，小中学校とも殆どの学年，教科で県平均点を上回った。
・不登校児童生徒については，県西事務所管内において減少傾向にある。家庭的に問題を抱える児童生徒には，家庭相談員や民生委員，保護司との定期的な情報交換や学校との
ケース会議を通じて改善を図っていきたい。
・小中学校の耐震化率は、平成２8年度３月末現在で、県内平均より1.5％上回っている。

３）住民の期待水準との比較　（住民の期待よりも高い水準なのか　同程度なのか、低いのか）、その他の特徴は？

実績比較
市民の期待よりかなり高い水準である 市民の期待よりどちらかといえば高い水準である 市民の期待とほぼ同水準である

市民の期待よりどちらかといえば低い水準である 市民の期待よりかなり低い水準である

背
景
・
要
因

①②学力診断テスト　小学校の２７年度目標値は5.0PTに対し13.5PTで8.5PT目標値を上回った。中学校の2７年度目標値は5.0PTに対し5.5PTで0.5PT上回った。
③④体力テスト結果　小学校の２７年度目標値はA評価＋B評価の割合から見ると，54.0%に対し61.2%で6.2%目標値を上回った。中学校の２７年度目標値は60.0%に対して65.6%で5.6%目標値を上回った。
⑤⑥不登校児童生徒数（年間３０日以上）の２７年度目標値は３０人以下に対し２９人で、児童生徒数では目標値をほぼ達成している。内訳は、不登校児童数(年間30日以上）が２名、不登校生徒数（年間３
０日以上）が２７人で計２９人であり、不登校児童生徒数は、やや減少傾向にある。
⑦安心して学べる環境整備比率の26年度目標値は９4.0％に対し94.3％と目標値を上回った。
・確かな学力については、各小中学校とも平成２７年度学校改善プランを作成し、県学力診断のテストにおける各学年、各教科に数値目標を設定し、授業改善に努めた。また、朝の自習時間に読書活動や
国語・算数のドリル等により，基礎基本の確実な定着や読む力の向上に取り組んだ結果が学力の向上に結び付いた。
・体力テストについては、各校とも年間指導計画に基づいて教育課程の適切な実施と運動量の確保に取り組んだ結果、県平均より上回った。
・不登校児童生徒には、校内不登校対策委員会での話し合いをもとに、チームでの取り組みや適応指導教室「教育支援センター」をはじめとした関係機関との連携を進め、不登校児童生徒の解消を進め
ている。
・小中学校施設の耐震化指数ＩＳ値０．６未満の施設について、早期耐震化を図ったことによる。

２）他団体との比較　（近隣市町、県・国の平均と比べて成果水準は高いのか低いのか、その背景・要因は？）

実績比較
他の自治体よりかなり高い水準である 他の自治体よりどちらかといえば高い水準である 他の自治体とほぼ同水準である

他の自治体よりどちらかといえば低い水準である 他の自治体よりかなり低い水準である

背
景
・
要
因

・確かな学力について，平成2７年度県学力診断のためのテスト結果から、小学校では合計で１３．５ポイント，中学校では合計５．５２ポイントで，県の平均点を上回った。各学校は，教育委員会による各訪問
指導や校内研修、市教育委員会主催の学力向上研修会等を通して学力向上推進事業に取り組み，学校改善プランを作成し学力向上に努めている。昨年度の課題をもとに，今年度も，学力向上に向けて
の校内の体制づくりや保護者への具体的な働きかけ等を明確にし，学期ごとに評価しながら事業を進めている。
・体力テストについては，県の平均と比較すると小学校，中学校とも、どの学年も上回っている。年間を通じて体力の維持，向上に計画的に取り組んでいく。
・不登校児童生徒については，小学校で2名（出現率０．０９％），中学校26名（出現率２．１２％）であった。適応指導教室の利用やカウンセラーの活用など関係機関と連携した指導をしている。
・小中学校施設の耐震化指数Ｉｓ値０．６未満の施設について、平成27年には大国小学校校舎の耐震補強工事を行い、学校施設の耐震化率Ｈ２8．４．１現在で94.9％（小中学校のみでは94.3％）に上昇し
た。

１）-②成果目標の達成状況

実績比較
目標値を大きく上回った 目標値のすべてが上回った 一部の成果指標で目標値を上回った

目標値どおりの成果であった 一部の成果指標で目標値を下回った すべての成果指標で目標値を下回った

施策番号 301 施策名 学校教育の充実 主管課 学校教育課

６．施策の成果水準とその背景・要因

１）-①現状の成果水準と時系列比較（現状の水準は以前からみて成果は向上したのか、低下したのか、その要因は？）

実績比較
成果がかなり向上した 成果がどちらかといえば向上した 成果がほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかといえば低下した 成果がかなり低下した


